
  

      

船舶事故調査報告書 
 

 

船種船名 屋形船 第十八濵田丸 

船舶番号 １３６９７５ 

総トン数 ４０トン 

 

事故種類 火災 

発生日時 平成３１年３月２７日 １６時５０分ごろ 

発生場所 東京都足立区柳原の荒川右岸 

小菅三等三角点から真方位１７６.５°１,１４０ｍ付近 

（概位 北緯３５°４４.８′ 東経１３９°４９.１′） 

 

 

令和元年６月１２日 

運輸安全委員会（海事部会）議決 

委 員 長  武 田 展 雄 

委   員  佐 藤 雄 二（部会長） 

委   員  田 村 兼 吉 

委   員  柿 嶋 美 子 

委   員  岡 本 満喜子 

 

 

要 旨 
 

＜概要＞ 

 屋形船第十八濵
はま

田
だ

丸は、船長１人が乗り組み、従業員３人を乗せ、東京都足立区柳

原の荒川右岸にある船舶係留施設に係留中、平成３１年３月２７日１６時５０分ごろ、

厨房から火災が発生した。 

 第十八濵田丸は、従業員１人が軽傷を負い、船体の焼損（全損）を生じた。 

 

＜原因＞ 

本事故は、第十八濵田丸が、荒川右岸にある船舶係留施設に係留中、夜間営業の準

備を行っていた際、アルミ合金製鍋（本件鍋）で食材を素揚げした後の天ぷら油が

‘厨房左舷側の業務用ガスコンロ’（本件コンロ）で加熱され続けたため、天ぷら油



  

      

が着火温度に達し、発火した火炎が厨房から同船船首方に延焼したことにより発生し

たものと考えられる。 

本件鍋で食材を素揚げした後の天ぷら油が本件コンロで加熱され続けたのは、調理

担当の従業員が、本件コンロでの調理終了後、眠気を感じて休憩を早くとりたいと思

い、また、本件コンロの火炎が本件鍋で、ガス操作コックが簡易調理台でそれぞれ隠

れていたことから、本件コンロの火を消すことに意識が向かず、厨房から離れたこと

によるものと考えられる。 
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１ 船舶事故調査の経過 
 

１.１ 船舶事故の概要  

屋形船第十八濵
はま

田
だ

丸は、船長１人が乗り組み、従業員３人を乗せ、東京都足立区柳

原の荒川右岸にある船舶係留施設に係留中、平成３１年３月２７日１６時５０分ごろ、

厨房から火災が発生した。 

第十八濵田丸は、従業員１人が軽傷を負い、船体の焼損（全損）を生じた。 

 

１.２ 船舶事故調査の概要   

1.2.1 調査組織 

運輸安全委員会は、平成３１年３月２７日、本事故の調査を担当する主管調査官

ほか１人の船舶事故調査官を指名した。 

 

1.2.2 調査の実施時期  

  平成３１年３月２８日、２９日 現場調査、口述聴取及び回答書受領 

  平成３１年４月１日 現場調査 

平成３１年４月３日、９日、１０日、１２日、１７日、２２日 回答書受領 

 

1.2.3 原因関係者からの意見聴取  

原因関係者から意見聴取を行った。 

 

 

２ 事実情報 
 

２.１ 事故の経過 

本事故が発生するまでの経過は、第十八濵田丸（以下「本船」という。）の船長、

調理担当の従業員（以下「従業員Ａ」という。）、３人の従業員（以下「従業員Ｂ」、

「従業員Ｃ」及び「従業員Ｄ」という。）及び本船の船舶管理会社である株式会社ス

トームマツモト（以下「Ａ社」という。）担当者の口述並びにＡ社及び東京消防庁の

回答書によれば、次のとおりであった。 

本船は、船長１人が乗り組み、従業員Ａ、従業員Ｂ及び従業員Ｃを乗せ、平成３１

年３月２７日１４時３０分ごろ東京都足立区柳原の荒川右岸にある船舶係留施設（以

下「本件桟橋」という。）に着桟して係船した後、昼間営業の片付け及び夜間営業の

準備を開始した。 

従業員Ｂ及び従業員Ｃは、１６時００分ごろ次の出航までの間に客室船尾方で休憩
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と食事をとり、従業員Ａは、携帯電話でＡ社の管理船舶（以下「僚船Ａ」という。）

からプロジェクタの調整依頼を受け、小型船で本件桟橋の下流側に係留していた僚船

Ａに移動した。   

従業員Ａは、帰船して厨房に入り、１６時２０分ごろ天ぷら油（以下「本件油」と

いう。）約３ℓを張ったアルミ合金製鍋（容量約２１ℓ）（以下「本件鍋」という。）を

載せた‘厨房左舷側の業務用ガスコンロ’（以下「本件コンロ」という。）の小火及び

中火のバーナーに火を付け、食材の素揚げ調理を行い、１６時３０分ごろ調理した食

材を入れたボウル容器を持って客室に移動し、 襖
ふすま

を閉めて船長、従業員Ｂ及び従業

員Ｃと共に休憩をとり、座敷で横になった。 

従業員Ｃは、１６時５０分ごろコトンという音が厨房の方から聞こえたので、厨房

に通じる襖を開けたところ、黒色の煙が客室の方に流れ込むのを認めて声を上げた。 

従業員Ａは、「あっ。」と叫ぶとともに従業員Ｂ及び従業員Ｃに船首部の玄関脇の物

置にあった持運び式粉末消火器（以下「消火器」という。）を持ってくることを指示

し、受け取った消火器２本を持って厨房内に入り、消火活動を行った。   

従業員Ａは、煙の勢いが衰えないので船長と共に遊歩甲板に移動し、僚船Ａから 

１本、別の僚船（以下「僚船Ｂ」という。）から２本及び付近を航行していた船舶か

ら２本の消火器を受け取り、操縦席上部の開口部から、充満する煙の中に見える本件

コンロ付近の火炎に向けて消火剤を放出した。 

このとき、Ａ社事務所にいた従業員Ｄは、周辺が騒がしいことに気付き、荒川の足

立区側の土手に上がったところ、本船の船尾部から火炎が上がっており、誰かが遊歩

甲板の船尾部で消火活動を行っているのを認めた。 

（図１ 参照） 
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図１ 船長及び従業員の所在並びに消火活動の状況 

 

従業員Ｂ、従業員Ｃ、従業員Ａ及び船長は、依然本船の火勢が衰えずに船首部まで

延焼したので退船し、本件桟橋まで退避した際、従業員Ａが遊歩甲板に倒していた手

摺
す

りに左足を引っ掛けて負傷した。 

僚船ＡにいたＡ社担当者は、小型船に移乗して消火器１本で本船の船尾方から消火

活動を行い、１７時００分ごろ本件桟橋上流側の係船用杭に延焼したことを認め、従

業員Ａ、船長及び僚船Ｂの船長に、本件桟橋及び僚船Ａに延焼することを防ぐ目的で、

本船上の係留索を解くことを指示した。 

従業員Ｄは、Ａ社担当者に本事故の状況と１１９番通報を行ったかどうかについて

携帯電話で連絡をとった。 

従業員Ａ、船長及び僚船Ｂの船長は、本船の係留索を解き、本船を本件桟橋から離

桟させた。 

Ａ社担当者は、本船が本件桟橋から離れた場所で錨を投入するつもりだったが、本

船の錨索が焼失しており、投錨ができなかった。 

従業員Ｄは、１７時１０分ごろＡ社事務所から１１９番通報を行った。 

本船は、船体全体に延焼し、風と潮汐の影響によって川の上流の対岸方に圧流さ

 

操縦席の開口部 
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れ、１７時３０分ごろ対岸の浅瀬に流れ着き、消防艇による消火活動を受けて、 

２０時５７分ごろ鎮火したが、火災鎮火後、転覆した。  

  従業員Ａは、本事故後に病院に行き、負傷した左足の治療を受けた。 

 

本事故の発生日時は、平成３１年３月２７日１６時５０分ごろであり、発生場所は、

小菅三等三角点から真方位１７６.５°１,１４０ｍ付近であった。 

（付図１ 事故発生場所概略図 参照） 

 

２.２ 人の負傷に関する情報    

従業員Ａの口述によれば、従業員Ａは、左足首捻挫の軽傷を負った。 

 

２.３ 船舶の損傷に関する情報    

現場調査によれば、本船は、船体全体に焼損（全損）を生じた。（図２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

炎上中の本船 

 

 

 

 

 

 

 

 

転覆の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

厨房の状況① 

 

 

 

 

 

 

 

 

厨房の状況② 

図２ 本船の火災及び損傷状況 
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２.４ 船舶以外の施設等の損傷に関する情報    

 Ａ社担当者の口述によれば、本件桟橋は、係船用杭に一部焼損を生じた。 

 

２.５ 乗組員等に関する情報    

(1)  性別、年齢、海技免状 

船長 男性 ４７歳  

六級海技士（航海） 

免 許 年 月 日 平成２９年４月１３日 

免 状 交 付 年 月 日 平成２９年４月１３日 

免状有効期間満了日 令和４年４月１３日 

従業員Ａ 男性 ４８歳  

六級海技士（航海） 

免 許 年 月 日 平成１７年１０月１９日 

免 状 交 付 年 月 日 平成２９年５月２５日 

免状有効期間満了日 令和４年５月２４日 

(2)  主な乗船経験等 

船長及び従業員Ａの口述によれば、次のとおりであった。 

①  船長 

ａ 主な乗船経験等 

Ａ社のアルバイト社員として在職年数が約８年あり、乗船経験年数が約

２年であった。 

ｂ 健康状態 

健康状態は良好であった。 

②  従業員Ａ 

ａ 主な乗船経験等 

Ａ社の正規社員（管理職）で在職年数が約１７年であり、Ａ社の管理船

舶の操船に就くことがあって、乗船経験年数が約１４年であった。 

ｂ 健康状態 

健康状態は現職の就労に問題がなく、本事故当日の健康状態は良好で 

あった。 

 

２.６ 船舶に関する情報    

2.6.1 船舶の主要目 

船 舶 番 号  １３６９７５ 

船 籍 港   東京都 
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船舶所有 者  個人所有 

船舶管理会社  Ａ社 

総 ト ン 数  ４０トン 

Ｌ ×Ｂ ×Ｄ   ２５.７５ｍ×５.１０ｍ×１.４４０ｍ 

船    質   ＦＲＰ*1 

機    関  ディーゼル機関１基 

出    力  ３７５kＷ×回転数毎分２,８１０ 

推 進 器  ３翼固定ピッチプロペラ 

航 行 区 域  平水区域 

進 水 年 月  平成１２年６月 

最大搭載人員  旅客９０人（航行予定時間６時間未満）、船員５人 

（図３ 参照） 

 

 

 

 

 

図３ 本船 

 

2.6.2 喫水 

  本船の喫水は、船首約０.９ｍ、船尾約１.０ｍであった。 

 

 2.6.3  船舶の状況 

  本船は、船体、機関及び機器類に不具合又は故障はなかった。 

 

２.７ 気象及び水象に関する情報    

 2.7.1 気象観測値及び潮汐 

(1) 本事故現場の南西方約８.７kmに位置する東京気象観測所における事故当

時の観測値は、次のとおりであった。 

    １５時００分 天気 晴れ 

１６時５０分 風向 南、風速 平均５.２m/s、気温 １８.１℃ 

       １６時５０分における１０分間の日照時間は９分であった。 

                         
*1    「

ＦＲＰ（Fiber Reinforced Plastics）」とは、船舶の船殻等に使用されるガラス繊維等をプラ

スチックで固めて、弾性率や強度を向上させた複合材料をいう。 
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    １８時００分 天気 晴れ 

(2)  海上保安庁刊行の潮汐表によれば、京浜港東京区晴海における本事故当時

の潮汐は、上げ潮の初期で、潮高約８８cmであった。 

 

2.7.2 乗組員の観測 

船長及び従業員Ａの口述並びにＡ社の回答書によれば、次のとおりであった。 

１７時００分ごろ 天気 曇り、風向 南西、風力 約４.０m/s、 

気温 １４℃、川面 平穏、波高 なし、視界 良好  

 

２.８ 事故水域等に関する情報    

国土交通省荒川下流河川事務所刊行の東京低地河川ナビゲーションマップ（平成 

３０年５月）によれば、本事故の発生場所における荒川の川幅は約２１０ｍで、水深

は本件桟橋付近が２～３ｍ、本船の転覆場所が１～２ｍ及び最深部が３ｍ以上であっ

た。 

 

２.９ 船舶に関するその他の情報 

Ａ社担当者の口述、Ａ社及び船舶の品質管理の団体の回答書、ＦＲＰの製造会社の

資料並びに文献*2によれば、次のとおりであった。 

(1)  本船は、平成３１年３月に、船体、機関、消防設備等を含む船舶安全法（昭

和８年法律第１１号、以下「安全法」という。）に基づく船舶検査を受検した。 

(2) 本船の船体材料は、安全法に基づく、強化プラスチック船（ＦＲＰ船）特殊

基準で強度等が定められたＦＲＰであった。 

   船舶の防火構造の基準を定める告示（平成１４年国土交通省告示第５１８号）

では、船舶にコンロ等を設置する場合は、次のとおり防火措置を定めており、

本船の設備が(1)の船舶検査で確認されていた。 

① 移動しないように固定すること。 

② コンロ台等及びこれらを設置した床であって、燃焼のおそれがある部分は、

不燃物とすること。 

本船の内装は、木製の柱及び天井、並びに襖、障子、畳等が使用されてい

た。 

(3) 船体材料に使用されるＦＲＰの特徴は、次のとおりであった。 

                         
*2  「船舶火災消火により沈没したプレジャーボートが引き揚げ後、再燃した事例について」、「消

防科学と情報」 火災原因調査シリーズ（２０）より 
  「木材の燃焼性および耐火性能に関する研究」、森林総研研報、Bull. For. & For. Prod. Res. 

Inst. No. 378, 2000、平成１２年 
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① ＦＲＰの着火点 * 3は、約４９０℃であって、通常の木材（着火点約   

４５０℃）より高く、その材料組織が木材に比べて均一であるので、火炎に

晒
さら

された際、木材のように密度や種類によって着火時間が異なることが少な

い。 

② ＦＲＰに簡易ガスバーナーの炎を照射した実験結果によれば、ＦＲＰは、

バーナーの炎を連続的に照射されて着火に至るまで約４８秒を要しており、

杉の建材より着火に時間を要するものの、一度着火して燃焼域が拡大すると、

不飽和ポリエステル樹脂等から可燃性ガスの発生が連続的に続き、燃焼が継

続する特徴がある。 

③ このことから、ＦＲＰ船での火災では、船体材料のＦＲＰが燃焼する前に、

発見、初期消火を行い、避難することが重要である。 

(4)  本船は、法令に基づき、消火器（５kg）を操縦席に１本、玄関に２本、機関

室に１本設置しており、本事故時、厨房に近い操縦席の消火器が火炎の近くに

あって使用できなかった。 

 

２.１０ 厨房設備等に関する情報 

現場調査、Ａ社担当者の口述及びＡ社の回答書によれば、次のとおりであった。 

(1) 本船は、厨房がＬ字型となっており、本件コンロ及びガスコンロ台が厨房奥

にあり、客室から直接見通せる位置になく、法令に定める防火措置により、ガ

スコンロ台を囲むよう前面及び側面の壁面並びに天井の船体材料にステンレス

製薄板鋼板を取り付け、ガスコンロ台の周辺及び上部に木製又は金属製の棚が

あって調理器具が収納されていた。 

(2)  調理設備は、業務用ガスコンロ３台が左舷側のガスコンロ台上に設置され、

プロパンガスを燃料とし、それぞれ３個のガス操作コックが備えられ、小火、

中火及び大火の各バーナーを選択することで火力調節が可能であったが、調理

油の過熱防止装置を付属していなかった。 

(3) 本件鍋は、鍋底部の径が本件コンロの外枠と同程度であり、本件鍋を本件コ

ンロに置くと小火及び中火のバーナーの火炎が目視できない状態であった。 

木製の簡易調理台は、食材を置く目的で厨房左舷船首側壁面に立て掛けて

設置され、同調理台を使用する際、船尾方に広げると本件コンロのガス操作 

コックを隠す状態となっていた。このため、調理者は屈
かが

んで本件コンロのガス

操作コックを操作していた。 

（図４、図５ 参照） 

                         
*3   「着火点」とは、燃焼開始の限界温度（点火源がなくとも自ら発火する最低の温度）をいう。 
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図４ 本船の厨房見取り図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※僚船の厨房設備配置は、本船の同配置と右舷及び左舷が逆となる。 

 

 

 

 

 

 

図５ 僚船の厨房設備 
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(4) 本件油は、大豆白絞油が使用され、油メーカー及び文献*4によれば、その性

状が表１のとおりであった。 

 

表１ 大豆白絞油の性状 

引火点*5 ３００～３２０℃ 比重 ０.９１９g/mℓ（２５℃） 

発煙点 ２３０～２４５℃ 比熱*6  ０.４７kcaℓ/g・℃ 

着火点 ４０６℃～４４５℃（大豆油） 

・実際の引火点及び着火点は、油の量、不純物の混入、劣化等で異なり、文献値より

も低い温度で自己着火することがある。 

 

２.１１ 火災発生場所に関する情報 

現場調査によれば、次のとおりであった。 

(1)  厨房内部は、客室より焼損が激しく、厨房と客室との間にある敷居の船首方

が焼け残っていた。 

(2)  厨房船尾側の構造材は、同材船首側が焼けて割れていた一方で、同材船尾側

の割れが小さく、船体材料のＦＲＰに含まれるガラス繊維が残っていた。 

(3)  本件鍋の取っ手部及び溶解した材料は、ガスコンロ台上部に落ちていた。ま

た、ガスコンロ台下部の食器を入れた収納棚内は、焼損跡がほとんどなかった。 

(4)  客室の畳下にあった床板は、焼損しておらず、機関室内の機関には焼損した

痕跡がなかった。 

（図２、図６ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.１１(2) 厨房船尾側の構造材       ２.１１(3) 本件鍋の溶解した材料 

図６ 火災発生場所の状況 

                         
*4  「天ぷら油火災の発生要因に関する研究」、Ｐ３９～Ｐ４６、大阪市立大学生活科学部紀要第 

４０巻、１９９２年（平成４年） 
*5   「引火点」とは、可燃性液体又は固体が空気中において引火するのに十分な濃度の蒸気をその表

面近くに生じる最低の温度のことをいう。 
*6  「比熱」とは、単位質量の物質の温度を単位温度だけ上昇させるのに必要な熱量（Ｊ）をいう。 

    

本件鍋の取っ手部金具 
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２.１２ 船体材料ＦＲＰの火災に至る過程に関する情報 

従業員Ａの口述及び文献*4 によれば、表１の大豆白絞油の性状及び表２の本件油の

着火に至る過程の算出条件を元に、本件コンロが本件油を着火点等まで加熱した熱量

を求め、本件コンロの消費熱量で除して算出すると、本件油の発火及び船体に延焼し

た過程が表３のとおりであった。 

 

表２ 本件油の発火に至る過程の算出条件 

本件鍋寸法から算出した 

本件油の量 

約４.４ℓ 

・従業員Ａの口述によれば、本件油は約３ℓであったが、本件

鍋に張った本件油の高さが約５cm であったので、本件油の

量を約４.４ℓと算出した。 

本件コンロの消費熱量 

プロパンガス使用 

総消費熱量 １３.２６kＷ １１,４００kcal/h 

小火バーナー使用 １,１３５kcal/h 

中火バーナー使用 ４,００５kcal/h 

・食材の素揚げ調理に使用したバーナー 

・本算出方法は、本件鍋からの輻射*7熱を算出し、対流、気化による損失がないものと仮定し

た。 

 

表３ 本件油の発火及び船体に延焼した過程 

①  初期状態（調理終了時） 

調理後の本件油の温度は、従業員Ａがふだん食材の素揚げ調理を行う約１６０℃で 

あった。 

本件コンロは、小火及び中火のバーナーに火が付いたまま、本件鍋で約４.４ℓの本件

油を加熱し続けた。空気の流れは、操舵席上部の開口部から流入し、換気扇から排気され

ていた。 

②  初期状態から本件油の発煙点（約２４５℃）までは、

約２分であり、油が過熱されて煙が出始めた。 

 

 

 

③ 初期状態から本件油の引火点（約３２０℃）までは、約３分４５秒であった。 

                         
*7  「輻射」とは、電磁波によってエネルギーが放出又は伝搬される現象をいい、熱量Ｑを次式、 

Ｑ=Ｃｂ×ε×{(Ｔ2/100)4－(Ｔ1/100)4}×Ａ（Ｃｂ：輻射定数 4.88kcal/h・㎡・K4、ε：放射率 

0.2、Ｔ2：鍋の絶対温度、Ｔ1：鍋の初期温度１８０℃、Ａ：鍋の表面積）を用いて算出した。  
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④ 初期状態から本件油の着火点（約４４５℃）まで

は、約７分であり、本件油が発火した。 

 

 

 

 

文献*8によれば、発火した天ぷら油がその後もガスコンロで過熱されると、次の火炎を形

成する。 

ａ 付着火炎の形成 

気化した油が燃焼するまでに時間を

要し、火炎が鍋の上方に移動する。 

ｂ 浮き上がり火炎の形成 

火炎が鍋縁から鍋上方に浮き上がる。沸

騰している油面は鍋の縁まで上昇する。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 船体への延焼 

ａ 従業員Ｃは、１６時５０分ごろ

（調理終了約２０分後）厨房内で

黒色の煙を、従業員Ａは、厨房で

の消火活動の際、煙が天井まで立

ち込め、消火器の消火剤を放出し

たが、煙が船首方に寄せてくるこ

とを認めた。 

ｂ  文献*9によれば、ＦＲＰは、材料

温度が４５０～５００℃に達した

とき、猛烈な黒煙を発生する。 

 

ｃ 従業員Ａは、遊歩甲板での消防活動中、厨房内に火炎を、その後火炎が厨房から本船

船首部まで延焼して窓から噴き出していたことを認めた。 

ｄ 文献*10によれば、ガスコンロの火炎の熱が、防火の目的で取り付けたガスコンロ周辺

の金属板に伝わり、同板の背面にある壁体を過熱して発火させる事例（「熱伝導過熱火

災」という。）があった。 

                         
*8  「中華鍋に入れた食用油の加熱・着火・燃焼性状に関する天ぷら油火災実験報告書」、消防研究

技術資料第８１号、総務省消防庁消防大学校、消防研究センター、平成２２年１月 
*9 「ＦＲＰ船配船解体技術に関する研究」、船舶技術研究所報告第２５巻第４号研究報告、昭和 

６３年 
*10   火災に関する講話（東京消防庁の説明資料）、船舶火災に対する火災予防講習及び避難訓練、平

成３１年４月 
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２.１３ Ａ社の事業内容及び運航管理等に関する情報 

 Ａ社担当者の口述及びＡ社ホームページ並びに安全管理規程によれば、次のとおり

であった。 

 2.13.1 Ａ社の事業内容  

Ａ社は、個人所有する本船のほか２隻の屋形船を用船（船舶を運用上の責任及び

約束を定めて借用する契約のこと。）し、船舶の運航及び管理業務を行い、平成 

１２年６月から本船を屋形船の営業業務に就航させ、荒川、隅田川及び京浜港を周

遊させて食事を提供する運航を行っていた。 

本船は、本事故時、本件桟橋又は東京都台東区浅草を出航し、隅田川を往復する

遊覧コース（隅田川お花見ルート等）を運航しており、概ね昼間営業（１１時３０

分ごろ～１４時００分ごろ）及び夜間営業（１８時３０分ごろ～２１時００分ごろ）

を行っていた。 

 

 2.13.2 Ａ社の運航管理等 

  Ａ社は、安全管理規程に基づき、旅客の乗下船作業等を定めた作業基準、管理船

舶の運航の可否、基準経路等を定めた運航基準等を定めていた。 

  また、Ａ社の従業員の勤務予定表には、従業員がＡ社の管理船舶の運航、調理、

旅客の送迎等に就く業務分担及びローテーション並びに休日が記載されており、定

期的に週休日が付与されていた。 

 

２.１４ その他の情報 

2.14.1 従業員Ａの勤務状況等 

従業員Ａの口述及びＡ社従業員の勤務予定表によれば、次のとおりであった。 

(1)  従業員Ａは、本事故前日２６日に夜間の旅客送迎業務を行い、帰宅後、本

事故当日２７日０１時００分ごろ就寝して０５時００分ごろ起床し、０６時

００分ごろ出勤して昼間営業に就き、続いて夜間営業に就く予定であった。 

     (2)  従業員Ａは、旅客が乗船する３０分前に食材の素揚げ調理を行うところ、

本事故当日、ふだんより早い時刻に同調理を行った。 

従業員Ａは、本事故前に眠気を感じており、僚船Ａに訪船して休憩時間が

短くなったのでまとまった休憩を早くとりたいと思い、本件コンロのガス操

作コックが簡易調理台によって隠れていたこともあり、本件コンロの火を消

すことに意識が向かず、厨房から離れた。 

 

2.14.2 屋形船における厨房の調理設備、消防設備等に関する情報 

  屋形船の協同組合によれば、加盟会社の屋形船は、図７のとおり、調理油過熱防
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止装置を装着したガスコンロ（左及び中央左）、油温度調節機能付きガスフライ 

ヤー（中央右）及び自動拡散型の消火設備（右）の設置、並びにガスコンロ周辺の

防火用金属板と船体材料ＦＲＰの間に防火用材（可燃性材料の使用を極力制限し炎

の広がりを妨げる性質を有したモルタル、塗料等をいう。）を挿入する事例があっ

た。 

屋形船を運航する事業者によれば、現在就航している屋形船の中には、船質がア

ルミ合金製のものがあり、本船と同等の防火措置が適用され、客室及び客室と厨房

との仕切り等の内装は、ＦＲＰ製の屋形船と同様の作りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調理油過熱防止装置を装着したガスコンロ      フライヤー    自動拡散型消火設備  

※屋形船東京都協同組合提供 

図７ 屋形船における厨房調理設備及び消防設備 

 

 

３ 分 析 
 

３.１ 事故発生の状況 

3.1.1 事故発生に至る経過     

２.１から、本船は、本件桟橋に着桟して係船中、夜間営業の準備の際、１６時

２０分ごろから厨房の本件コンロで食材の素揚げ調理を行った本件油が加熱され続

け、船長及び従業員が次の出航までの間に客室で休憩と食事をとっていたとき、厨

房から火災が発生したものと考えられる。 

 

3.1.2 火災等の状況 

２.１、２.７、２.８、２.１１及び２.１２から、本船は、厨房から出火して船

体全体に延焼し、消火器で消火活動を行ったものの消火ができず、係留索を解か

れて川の上流の対岸方に圧流され、対岸の浅瀬に流れ着き、火災鎮火後、転覆し

たものと考えられる。  
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3.1.3 事故発生日時及び場所 

２.１及び２.１０～２.１２から、次のとおりであったものと考えられる。 

  (1)  発生日時      

     本件油が発火した時刻は、表３の算出結果では調理終了時の本件油が着火

点に達するまで約７分を要することから１６時３７分ごろであり、従業員Ｃ

及び従業員Ａが１６時５０分ごろ厨房内で黒色の煙を認めていたことから、

その頃に火炎が船体に着火等したと推認され、本事故の発生日時は、平成 

３１年３月２７日１６時５０分ごろであった。       

(2)  本事故の発生場所は、小菅三等三角点から真方位１７６.５°１,１４０ｍ

付近であった。 

 

3.1.4 負傷者の状況 

２.１及び２.２から、従業員Ａは、本船から退船する際、左足首捻挫を負った

ものと考えられる。 

 

3.1.5 損傷の状況 

２.３及び２.４から、本船は、船体に焼損を生じて全損し、本件桟橋の係船用杭

は、一部焼損を生じたものと推定される。 

 

３.２ 事故要因の解析 

3.2.1 乗組員等及び船舶の状況 

(1)  乗組員 

２.５から、船長及び従業員Ａは、適法で有効な海技免状を有していた。

また、本事故当時、船長及び従業員Ａは、健康状態は良好であったものと考

えられる。 

(2)  船舶 

２.６、２.９及び２.１０から、本船は、船体、機関及び機器類に不具合

又は故障はなく、法令に基づき、消火器が設置され、本件コンロを設置した

ガスコンロ台周辺に防火措置としてステンレス製薄板鋼板を取り付けていた

ものと考えられる。 

 

3.2.2 気象及び水象の状況 

  ２.７から、本事故時、天気は晴れで、南の風、風速平均５.２m/s、川面は平穏

で、潮汐は上げ潮の初期であり、視界は良好であったものと考えられる。 
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3.2.3 火災発生場所及び発火源の状況 

２.１、２.３、２.１１及び 2.14.1(2)から、火災発生場所は厨房であり、発火

源は、本件鍋の溶損した材料がガスコンロ台上にあったこと及び本事故直前に本件

コンロを使用していたという従業員Ａの口述から、本件コンロで加熱された本件鍋

の本件油であったものと推定される。   

 

3.2.4 船舶火災に至った状況に関する解析 

  ２.１、２.９、２.１０、２.１２及び 2.14.2 から、次のとおりであった。 

(1)  本船は、本件コンロに調理油過熱防止装置がなく、本件鍋で食材を素揚げ

した後の本件油が調理終了後も本件コンロで加熱され続けたことから、調理

終了約７分後に本件油が発火したものと考えられる。 

(2)  本船は、発火した本件油の火炎が、ガスコンロ台周辺の可燃性の設備及び

調理器具に着火し、次いで厨房天井の船体材料に着火及び周辺のステンレス

製鋼板を介して船体材料を過熱し、発火させた可能性が考えられる。 

(3)  本船は、従業員Ｃ及び従業員Ａが１６時５０分ごろ厨房内に黒色の煙を認

めたとき、すでに厨房の船体材料のＦＲＰ等の温度が上昇しており、その頃

に発火し、その後、厨房から本船船首方に燃え広がって船体全体に延焼した

ものと考えられる。 

(4)  本船は、船体材料のＦＲＰが、一度着火して燃焼域が拡大すると、樹脂等

から可燃性ガスの発生が連続的に続き、燃焼が継続するので、従業員が本事

故発生に気付いたとき、消火器７本を用いて消火活動を行ったものの、この

段階では消火することができなかったものと考えられる。 

ついては、本船は、本件コンロが本件油を過熱して発火させる前に本件油

の温度過昇を検知したガスの供給停止、本件油が発火した際、船体材料の 

ＦＲＰに着火する前に発見して消火活動を行うこと、厨房が無人の場合でも

自動的に消火ができる器材等の設置が重要であったものと考えられる。 

(5)  アルミ製等の屋形船は、内装が本船と同様の作りとなっているので、天ぷ

ら油火災に備えた同様の対応が必要なものと考えられる。 

 

3.2.5 従業員Ａの行動に関する解析 

２.１、２.１０及び 2.14.1 から、従業員Ａは、本件コンロによる調理終了後、

次のことから、本件コンロの火を消すことに意識が向かず、厨房から離れたものと

考えられる。 

(1)  ガス操作コックが簡易調理台に隠れていたこと。 

(2)  本件鍋底部の直径が本件コンロと同等であり、小火及び中火のバーナーの
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火が隠れて目視できなかったこと。 

(3)  本事故前日の勤務から本事故当日の勤務開始までに睡眠時間が約４時間で

あり、眠気を感じて休憩を早くとりたいと思ったこと。 

 

3.2.6 事故発生に関する解析 

２.１、２.９～２.１２、2.14.1、3.1.1、3.2.4 及び 3.2.5 から、次のとおりで

あった。   

(1)  従業員Ａは、本件コンロでの調理終了後、眠気を感じて休憩を早くとりた

いと思い、また、本件コンロの火炎が本件鍋で、ガス操作コックが簡易調理

台でそれぞれ隠れていたことから、本件コンロの火を消すことに意識が向か

ず、厨房から離れたものと考えられる。 

(2)  本船は、本件桟橋に係留中、夜間営業の準備を行っていた際、本件鍋で食

材を素揚げした後の本件油が本件コンロで加熱され続けたことから、本件油

が着火温度に達して発火したものと考えられる。 

(3)  発火した本件油の火炎は、ガスコンロ台周辺の設備及び調理器具に着火し、

厨房天井に着火及びガスコンロ台周辺の船体材料のＦＲＰを過熱して発火さ

せたことから、厨房から本船船首方に燃え広がって船体全体に延焼した可能

性が考えられる。 

(4) 上記(3)から、船体材料のＦＲＰとガスコンロ周辺の防火用金属板の間に

防火用材を付与することで、船体材料のＦＲＰが着火等することを遅らせる

ことができた可能性が考えられる。 

(5)  船体材料のＦＲＰは、一度着火して燃焼域が拡大すると燃焼が継続するの

で、本事故発生の際、従業員が消火器による消火活動で消火することができ

なかったことから、本件コンロが本件油を過熱して発火させる前に本件油の

温度過昇を検知したガスの供給停止、本件油が発火した際、船体材料の  

ＦＲＰに着火する前に発見して消火活動を行うこと、厨房が無人の場合でも

自動的に消火ができる器材等の設置が重要であったものと考えられる。 

 

 

４ 結 論 
 

４.１ 原因 

本事故は、本船が、本件桟橋に係留中、夜間営業の準備を行っていた際、本件鍋で

食材を素揚げした後の本件油が本件コンロで加熱され続けたため、本件油が着火温度

に達し、発火した火炎が厨房から本船船首方に延焼したことにより発生したものと考
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えられる。 

本件鍋で食材を素揚げした後の本件油が本件コンロで加熱され続けたのは、従業員

Ａが、本件コンロでの調理終了後、眠気を感じて休憩を早くとりたいと思い、また、

本件コンロの火炎が本件鍋で、ガス操作コックが簡易調理台でそれぞれ隠れていたこ

とから、本件コンロの火を消すことに意識が向かず、厨房から離れたことによるもの

と考えられる。 

 

４.２ その他判明した安全に関する事項 

本船は、船体材料のＦＲＰが、一度着火して燃焼域が拡大すると燃焼が継続するの

で、本事故発生の際、従業員が消火器による消火活動で消火することができなかった

ことから、本件油が過熱されて発火する前に本件油の温度過昇を検知したガスの供給

停止、本件油が発火した際、船体材料のＦＲＰに着火する前に発見して消火活動を行

うこと、厨房が無人の場合でも自動的に消火ができる器材等の設置が重要であったも

のと考えられる。 

船体材料のＦＲＰとガスコンロ周辺の防火用金属板の間に防火用材を付与すること

で、火災の際、船体材料のＦＲＰが着火等することを遅らせることができた可能性が

あると考えられる。 

 

 

５ 再発防止策 
 

本事故は、本船が本件桟橋に係留中、本件鍋で調理した後の本件油が本件コンロで

加熱され続けたため、着火温度に達し、発火した火炎が船体に延焼したことにより発

生したものと考えられる。 

したがって、同種事故等の再発防止及び被害の軽減のためには、次の措置を講じる

ことが必要である。 

(1) ガスコンロを使用して天ぷら調理を行う屋形船を運航する事業者は、船長及

び従業員に以下のことを教育、指導し、徹底させること。 

① ＦＲＰ製の屋形船で、調理鍋の油が発火する等の火炎が発生した場合、短

時間で船体材料のＦＲＰに着火し、船舶の消火設備のみでは消火が困難な状

態となることから、火炎を発生させないことが非常に重要であること。 

② ガスコンロを使用中は、常時、従業員等が監視すること。 

③ ガスコンロの使用後及び厨房から離れる際は、ガス元栓が断となっている

ことの確認を徹底し、このことを厨房に掲示する等してこれを確実に定着さ

せること。 
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④ ガスコンロの操作部が厨房設備によって、ガスコンロの火炎がガスコンロ

上の調理器具によって、それぞれ完全に覆われ、調理者が火の元を確認しに

くくならないよう、設備及び器具の配置について工夫すること。 

(2) ガスコンロを使用して天ぷら調理を行う屋形船を運航する事業者等の関係者

は、調理に使用する油を発火させず、また、火災の初期段階で発見、消火でき

るよう以下の防火措置について検討すること。 

① 調理油過熱防止装置等を装着したガスコンロ又は油温度の自動調節可能な

フライヤー等の導入 

②  厨房で出火した際、迅速に対応可能な消火器の配置 

③  火災警報装置の設置 

④  自動拡散型粉末消火器等の設置（図８参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 自動拡散型粉末消火器のイメージ 

 

５.１ 事故後に講じられた事故等防止策 

 5.1.1  Ａ社によって講じられた措置 

Ａ社は、本事故後、調理を担当する従業員が調理業務から離れる際にガス元栓を

断とすることを指導し、従業員に防火を呼び掛ける掲示をする措置をとった。 

  

 5.1.2  屋形船事業者によって講じられた措置 

東京都の屋形船事業者は、本事故後、東京消防庁によって消火器等の消防用設備

の適切な維持管理、火災発生時の対応等の防火安全指導を受け、同事業者が加盟す

る一般社団法人お台場海づくり協議会が、東京消防庁等の協力を得て火災予防講習

等を開催した。Ａ社担当者は、これらの活動に参加した。 

（付表１ 火災予防講習等（一般社団法人お台場海づくり協議会の主催） 参照）  
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 運輸安全委員会は、本事故の調査結果を踏まえ、同種事故等の再発防止及び被害の

軽減に寄与できるよう、一般社団法人お台場海づくり協議会、屋形船東京都協同組合、

海事局、東京消防庁、警視庁、海上保安庁等に協力を依頼し、本報告書の内容を周知

する。 
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付図１ 事故発生場所概略図 

 

 

 

 

 

 

 

                             出典 国土地理院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  出典 国土地理院 

事故発生場所 

（平成３１年３月２７日 １６時５０分ごろ発生） 

転覆場所 

小菅三等三角点 

東京都 

荒川 
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付表１ 火災予防講習等 

（一般社団法人お台場海づくり協議会の主催） 

 

一般社団法人お台場海づくり協議会は、屋形船東京都協同組合、東京湾遊漁船業

協同組合等によって構成され、京浜港東京区のお台場水域環境や航行安全の実施方

法等を協議する団体である。 

本事故後、一般社団法人お台場海づくり協議会は、東京消防庁、警視庁湾岸警察

署及び東京海上保安部の協力を得て、次の講習を開催した。 

１. 開催日時  平成３１年４月２４日 １０時から１２時まで 

２. 開催場所  東京消防庁臨港消防署敷地内 

３. 講 習 名  船舶火災に対する火災予防講習及び避難訓練  

４. 実施内容    火災に関する講話、消火器による初期訓練、通報訓練、 

船内における防火安全対策及び避難訓練   

 

火災に関する講話 

 

船内における防火安全対策（屋形船厨房内） 

 

消火器による初期訓練① 

 

消火器による初期訓練② 

 


